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～我々が挑戦すべきこと、日本が世界に発信すべきこと、若い世代へのエール～
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３．日本が世界に発信すべきこととは？

４．若い世代へのエールは？
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beforeコロナ期
蔓延期

1.感染認知

inコロナ期
爆発期

2.感染拡大
withコロナ期

鎮静期

3.感染抑制
afterコロナ期

復旧期

4.感染制御 postコロナ期
復興期

5.感染監視

新型コロナウイルス危機への対応は、世界的にワクチンの接種が急速に進む中で、感染抑制から感
染管理の段階に入っている。日本はワクチン外交の遅れから、いまだに感染抑制の対応が残るが、今
後は、早急にアフターコロナの感染制御段階に移行し、監視のみで良い段階に向けての対応を探るべ
き。NICTは、昨年のオープンシンポジウムで感染抑制期のICTの在り方について議論したが、オープ
ンハウス2021では、利用者、生活者の視点から、３つの問いに順次答える形で、アフターコロ社会に
おけるB5Gへの期待と挑戦について述べていく。

preコロナ期
定常期

感染経験

2021年6月NICT
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2020年6月NICT
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約200ｋｍ

少子高齢化の進行

２つのアルプスの間の美しい自然

住みたい田舎No1

子育て世代にむく田舎No１

産業の閉塞感

学校施設・橋梁施設等老朽化

市街地の空洞化

過疎医療体制問題

脆弱な学校のICT基盤

地域防犯体制の弱体化

過疎化の進行

8割は森林

自動車依存社会

提供者の発する問いが「B5Gで我々が挑戦すべきことは？」であれば、生活者が発すべき問いは、例
えば「B5Gは、長野県伊那谷に位置する地方都市伊那市の人口7万人弱の人々をどのように幸福
にできるか？」という問い。地方都市の様々な課題をかかえ、２つのアルプスに囲まれた美しい自然
のある住みたい田舎No.1の伊那市が、子供が帰ってきたくなる、若者が定住したくなる、子育てした
くなる、高齢者にも住みやすい地域になるのに、B5Gはどのように貢献できるか？

「伊那に生きる、ここに暮らし続ける」

伊那市

「子供が帰ってきたくなる伊那市」
「若者が定住したくなる伊那市」
「子育てしたくなる伊那市」
「若者・高齢者協働のまち伊那市」

出所）伊那市地方創生人口ビジョン・総合戦略 より作成



アドバンスド物流

インテリジェント交通

ICT教育

モバイルクリニック

出所）伊那市版Society5.0「INAスー
パーエコポリス構想」より作成

アメニティ定住
スマート林業

デジタル行政

スマート工業

スマート農業

サステイナブル環境

このような課題に対応するべく伊那市では、伊那市版Society5.0の実現を目指して「INAスーパー
エコポリス構想」を展開。オンデマンドのインテリジェント交通、ドローン活用のアドバンスド物流、デジタ
ル移動診療車によるモバイルクリニック、オンラインでのICT教育等を、現行技術を用いながら実証実
験を行い、すでに社会実装中。さらにICTの導入範囲の拡大にむけての活動を展開中。

INAスーパーエコポリス構想資料

INAスーパーエコポリス構想資料 INAスーパーエコポリス構想資料

INAスーパーエコポリス構想資料

AIで配車を最適化

三峰川の河川敷

買い物難民

ドローン

バスとタクシーの利便性 医師の乗らない
移動診察車

過疎地に住む
患者

山間地の学校

オンライン教育

移動弱者



B5Gは、提供サイドからみると、５Gの高速大容量性・低遅延性・多数接続性を拡張するだけでなく、
超低消費電力性、超安全・信頼性、自律性、拡張性を加えることになる。これは、利用サイドからみる
と、①広域稠密なネットワークカバレッジ、②遠隔のセンシングだけでなく、トレーシングやアクチュエイ
ティング機能の強化、③AI・ロボティックス機能のユビキタスな協調の実現等が、結果として、④都市
OSレベルの相互接続性による広域連携、を可能にするという意義を持つ。

総務省資料

都市OSの
相互接続性

都市

地方 過疎地

離島



B5Gが、都市OSの広域連携を実現するとすれば、人は、自由に住む場所を選べるようになる。
B5Gは、伊那市が不可欠なサービスとして展開している①ぐるっとタクシーを、自動運転を取り込むオ
ンデマンドモビリティに、②モノをとどけるだけのドローンのゆうあいマーケットを、生活の必需サービス全
体を届けるライフデリバリーに、③医師が乗らない車のモバイルクリニックは、東京の専門病院の医師
の診察や治療を受けられる遠隔高度医療システムに、④学生だけのオンライン教育から、世代を超え
て多様なコンサートやスポーツが楽しめる超臨場文化・スポーツ体験へと進化させることができるか？
伊那市7万人の生活者に、B5Gは、それを可能にできるか？ できるとすれば、いつごろか？

NTTドコモ資料

ライフデリバリー

オンデマンドモビリティー 遠隔高度医療・クリニック

ローカル都市OSNTTドコモ資料

Urban都市OSLocal都市OS
伊那市 東京

KDDI資料
NTT資料

超臨場文化・スポーツ体験

出所）伊那市版Society5.0「INAスー
パーエコポリス構想」より作成
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非接触
Contactless

遠隔
Remote

超臨場
Meta-Reality

三密回避型産業構造へ
・チケットレス
・サービスロボット
・タッチレス
・ライフデリバリー

・遠隔工事/遠隔製造
・無人店舗・無人接客
・遠隔高度医療
・遠隔クリニック・遠隔介護

・臨場感ライブ
・臨場感会議・営業
・超臨場文化体験
・超臨場スポーツ観戦

©2020 All rights reserved by Teruyasu Murakami 

「密接」回避

「密集」回避

「密閉」回避

社会経済変革の基本目標 ICTの貢献の基本方向
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課題

【短期】 「三密回避」という概念は、日本のコロナ対策が生み出した感染症対策の行動変容を求め
る優れたコンセプト。その密接に対しては「非接触」、密集に対しては「遠隔」、密閉に対しては「超臨場」
という価値を実現する三密回避型産業構造に向かうべき。これらの価値は、アフターコロナ、ポストコロ
ナにおいても社会に定着する兆しがある。短期的には、日本のICT産業は、三密回避にフォーカスした
技術・サービスの開発に集中的に資源投入を行い成果を出していることを発信すべき。
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オートノマス化：ICT機器が、利用者から
一定の距離をおき、あたかも意思を持って
いるかのように自律的に振る舞い、利用者
を含む環境に対して高度なサービスを提供
するようなICT利活用形態になること。

【長期】 2030年代にむけて、「スマート化」後に、多彩に定着しつつある一連の技術群は、「オー
トノマス化」という新たなICTパラダイムに統合されていこうとしており、B5GはそのプロセスのICTイ
ンフラとして貢献する。日本の研究開発投資は、2010年代に急増したGAFAやBATHに比して、
大きく劣後しているという認識が必要。B5Gの展開においては、最重要分野への標的設定戦略を
磨くことが不可欠。

３G

4G

B5G
B5G/ﾌｭｰﾁｬｰﾈｯﾄﾜｰｸ

オートノマスサービス

ﾃﾞｲﾍﾟﾝﾀﾞﾌﾞﾙ･ｺｸﾞﾆﾃｨﾌﾞ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ オートノマス
デバイス

出所）各社10-Kレポート、有価証券報告書（2018年度）

2020 s

2010 s

2000 s

2030 s

5G

GAFA、中国と日本の情報通信企業の研究開発費
（NICT予算 約0.05兆円）

最重要分野への標的設定戦略



現下の国際的なICT情勢を客観的にみた場合、動員可能な研究開発資源を用いて日本の未来
を託するに足る戦略的な取組みとして唯一存在するのは、個別企業の構想ではあるが「IOWN構
想」のみではないか。日本がオールフォトニクス・ネットワーク分野での国際競争力を保持している間
に、希少な研究開発資源を、官も含めて、ここに集中するのが戦略的に妥当。B5Gへの取組みに
おいても、IOWNの実現にむけた分野に集中すべき。NICTも研究開発連携を一層強めるべき。



B5Gへの取組みも、IOWNへの挑戦も、やみくもにグッズドミナントな実証実験やユースケース作りに走る
のでなく、必需的なサービスの目標像を設定して展開すべき。当面の必需的なサービスの目標像となるの
は、「ポストコロナ経済」への対応。「ポストコロナ経済」とは、三密回避型産業構造実現の方向性を示す、
非接触(Contactless)、遠隔(Remote)、超臨場(Meta-Reality)という３つの価値に、市場にお
いて必需性に応じた価格がつく経済である。三密回避型サービスの提供サイドには、リスクはあるが確実
に事業機会が出てくるはず。B5GとIOWNは、まずは2030年代ユースケースより、もう少し手前にある
「必需的なサービスの統合・連携によるInternetworking of Service」に」着目すべきではないか。

postコロナ経済への対応

非接触
Contactless

遠隔
Remote

超臨場
Meta-Reality

・レジ無し無人店舗より
「Aビジネス」？

・超臨場ライブより
「超臨場企業体」？

三
密
回
避
型
産
業
構
造

・遠隔手術より
「オンライン総合病院」へ？

裁量的分野より
必需的分野へ
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今ある流通資産を活かす
アバターが生活者の代わり

病院機能アンバンドル
オンラインでAI統合

サイバネティックアバター会議システム
企画・総務・営業・研究所・工場を連携

Internetworking of  Service
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若い世代へのエールとは、平均経済成長率9.1%の高度成長を経験した世代から、バブル崩壊後の
平均成長率が１％前後しか知らない世代へのエール。若い世代は、今後2030年から50年にかけて、
人口が1200万人/3000万人減少し、高齢化率が20%から約30％/40％に上昇するのを経験す
る「分水嶺の世代」である。その「エール」は、経済規模が人口規模にほぼ比例してきたという歴史的事
実をふまえて、共に「社会システムの目標像の転換を！」。

若い世代＝
「分水嶺の世代」

出典）国土の長期展望中間とりまとめ概要（平成23年2月21日国土審議会政策部会長期展望委員会） に加筆

12,693 B5G

社会システムの
目標像の転換

経済成長
（株主中心主義）

生産性向上/
イノベーション

（ステークホルダー共創）

サービスイノベーション
の全面展開に貢献

DGP成長率
（1955年～2010年）

総人口

総生産


